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アメリカにおける最近の経済
政策論の展開について
?
谷 基 明
1. 序論
アメリカにおける経済政策論は，少なくとも1950年までは，その実質内容は
すべて，実践上提起される諸問題について与えられ，ないしは仮定された諸条
件のもとに諸理論を適用して問題解決の方向を示唆する，いわゆる「問題別特
殊経済政策論」，たとえば独占政策， 完全雇用政策， 戦争経済政策，等のかた
ちをとってきた。
この傾向は，ウェーバーのいう「技術的価値判断の客観的認識可能性」の主張
つまり「技術的批判」にたいして，意識的にせよ無意識的にせよ，ほとんどなん
らの議論・抵抗もなくそれをそのまま受け入れていたことを端的に示すもので
ある。そして事実そうだったのである。ここにウェーバーの技術的批判とは，
「科学的」な政策論の仕事が次の 4つ，すなわち①目的があたえられたときにの
み，ないしはせいぜい目的を仮定的に設定して，その目的にいかなる手段が適
合し，また適合しないかという手段の適合性を確認すること，さらにそれによ
ってその目的の実現可能性を究明すること，②一定の歴史的条件のもとで設定
された目的そのものが実践的に意味があるかどうかを検討すること，⑧あたえ
られた目的にたいする手段が意欲された結果とともに（所期の目的達成のほかに）
意欲されない結果すなわちどのような他の価値を犠牲にするかを意欲する人
（政策作成者）に呈示すること，④意欲する人が無意識のうちに出発点とし，ない
しは矛盾に陥らぬために出発点とせざるをえなかった究極的価値基準を明らか
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にし，かれ自身に教示すること，に限られざるをえないとする主張である。(1)
したがってそこには，政策的認識の宿命としての「価値から自由」であると
ともに「実践的」であるという 2つの背反的な要求にたいする対決・煩悶の場
は概してみられなかったといってもよい。：
ところが1950年代に入ると，アメリカにおける経済政策論の実質内容は大き
な質的転換を示すのである。すなわち経済政策の学問的位置づけ，非経済学的
要素の導入・統合，目的・手段の階層性，政策における価値自由の主張排除，
価値的前提の明示，基本的目標の設定，価値判断収欽の可能性，経済政策論の
包括的体系化，等にかんする論文や単行本が続出したのである。このことは，
アメリカにおいても従来の「問題別特殊経済政策論」から「一般経済政策論」
への移行がなされつつあると解することができるのである。この一般経済政策
論は比較的新しい学問分野であり，その展開はドイツでも1930年代以降のこと
である。 (2) このように，これまで特殊経済政策論ではおおいえなかった政策
現実すなわち総体経済の全体形成に関係づけられ最近とみに比重を加えてきた
政策領域，たとえば総合経済計画，産業構造政策，経済体制政策，等の政策諸
問題が経済政策論の対象となりうるためには，一般経済政策論の展開による包
括的，体系的な把握が必要だったのである。 (B)
しかし一般経済政策論がたんに 1. 仮定的な模型理論の体系，ないしは 2. 
経済政策諸体系の歴史的確定，ないしはまた 3. 政策策定の形式的な基本要件
の解明(4,)だけに終るまいとすれば， ウェーバーの技術的批判をただ展開する
のではなくて，なんらかのかたちで超克しなければならないのである。もとよ
りそれはなかなか容易なことではない。
だが政策論におけるウェーバーの真の意図は，価値や目的そのものは科学す
なわち経験科学をもってしては取り扱いえない，という根拠に立ち政策論の
「科学的」取扱いの限界をつきとめることであって，価値判断はまったく主観的
信念や利害に根ざすものであり，したがってかかる判断の正否はおよそ学問的
には論じえない，という見解や，また，目的設定や政策樹立そのものの議論は
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形式的にして無内容であり，かような問題の考察は具体的現実にかかわるべき
政策論にとって無意味である，という見解を必らずしもウェーバーは前提にし
てはいないことに注意すべきである。(5)要するにウェーバーは，考察態度とし
ての価値判断は排除したが，考察領域からの価値判断はこれをすべて排除した
とはいいがたいのである。そしていま，政策論の対象たる政策実践の性格や，
政策論の学問としての体系性への要求もあわせて考えれば，経済政策論が経験
科学の限界内にとどまらねばならない，という通念は十分，反省すべきである
し，またその必然性はもはや存しないように思われる。(6)ここに一般経済政策
論がウェーバーの技術的批判を超克しうる第 1の鍵が潜んでいるのである。
他の 1つの鍵の所在は，ウェーバーの技術的批判のうち手段の適合性にたい
するミュルダールの次の批判のなかにあると考えられる。すなわち，手段その
ものも価値から自由ではない，したがって手段のみの独立的な研究は困難にな
る，という批判である。 (7)
さてウェーバーの技術的批判に対処する政策的認識の立場の差異を示すもの
として，これまで種々の類型化が経済政策論者たちによってなされてきたが，
(s)それらは概して通念的，形式的，便宜的であり，今日のこの一般経済政策論
の展開に即応せるものとはいいがたい。だがいずれの立場も，目的（価値判断）
を必要とするか，ないしはそれにかかわるものであることを示している。なん
の価値判断ももたないほうが実践的に有用であるという無性格性は政策学には
ないのである。 (9)
それではアメリカにおいて一般経済政策論を指向・展開する経済学者たちの
見解ないし立場はそれぞれいかなるものであろうか。またそれぞれが果たした
役割はどう評価すべきか。逆にその限界はどこにあるのか。さらにかれらはそ
れぞれウェーバーの技術的批判をいかなるかたちで超克しょうとしたか。最後
にかれらの諸見解のあいだになんらかの論理的な—貫性はみられるのであろう
か，もしみられるとすれば，どういう諸点についてなのか。これら一連の重要
な諸質問にたいする解答ないし解答にいたるまでの道しるぺを示すことが，本
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小論の研究意図なのである。
いま，アメリカにおいて上述の研究意図を満たしうると考えられる代表的な
経済政策論者を選択すれば， W.D.グランプ， E.T.ウェイラー，ゲルハルト
・・コルム， A.スミッシーズ， K.E.ボウルディング， D.S.ワトソンの 6人に
しぽることが可能であろう。本小論において考察の対象とするかれらの著書を
考察順（年代順）に列記すれば次のごとくである。
W. D. Grampp and E. T. Weiler,'From Economic Theory to 
Economic Policy by the Editors'in Economic Policy, Reading in Politi-
cal Economy, Illinois, 1953. 
Gerhard Colm,'Economic Today,'_ 1937,'Setting the Sights'1954 in 
Essays in Public Finance and Fiscal Policy, New York, 1955. 
A. Smithies,'Economic Welfare and Policy'in Brookings Lectures 
1954, Washington, 1955. 
K. E. Boulding, Principles of Economic Policy, New York, 1958. 
The skills of the Economist, Cleveland, 1958. 
D.S. Watson, Economic Policy,Business and Government, Boston, 
1960. . 
(1) Cf., M. Weber, Gesammelte Aufsatze zur Wissenschaftslehre, Ti.ibingen, 
1922, s. 149-150. 戸田武雄訳『社会科学と価値判断の諸問題』有斐閣， 1937年，
5-6ページ参照。
(2) ドイツ語圏において一般経済政策論を指向・展開している主要な経済学者および
その著書について列記すれば，次のごとくである。
S. Helander, Rationale Grundlagen der Wirtschaftspolitik, Ni.irnberg, 1933. 
0. Morgenstern, Die Grenzen der Wirtschaftspi:Jlitik, Wien, 1934. 
F. Eulenburg, Allgemeine Wirtschaftspolitik, Zi.irich-Leipzig, 1938. 
Th. Pi.itz, Theorie der allgemeinen Wirtschaftspolitik und Wirtschaftslen-
kung, Wien, 1948. 
C. Bresciani Turroni, EinfUhrung in die Wirtschaftspolitik, Bern, 1948. 
A.Lampe, Umrisse ei~er allgemeinen Theorie der WirtschaftsPolitik in Jahr-
bacher Jar Nationaliikonomie und Statistik, Bd. 163, 1951. 
R. Bi.icher, Grundlagen der Wirtschaftspolitik, Berlin, 1951. 
W. Eucken, Grundsatze der Wirtschaftspolitik, Berlin-Ti.ibingen, 1952. 
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H. Jurgen-Seraphim, Theorie der allgemeinen Volkswirtschaftspolitik, Giitting-
en, 1955. 
E.Willeke, Die Wirtschaftspo/itik als Gegenstandwissenschaftlicher Betrach-
tung, Stuttgart, 1958. 
H. Giersch, Allgemeine Wirtschaftspolitik, Bd. I, Grundlagen, Wiesbaden, 
1960. 
H. Ohm, Allgemeine Volkswirtschaftspolitik, Bd. I, Systematisch-Theoretische 
Grundlegung, Berlin, 1962. 
またドイツ語圏を除く西欧については，次のごとくである。
オランダ
J. Tinbergen, Economic Policy, principle and design, Amsterdam, 1956. 
E. S. Kirschen and others, Economic Policy in Our Time, General Theory, 
Amsterdam, 1964. 
スイス
W. A. Johr, The Role of the Economist as Official Adviser, London, 1955. 
なおイギリス，スエーデンにおいては，このような展開はほとんどみられていな
いといってよい。ただし後述するようにスエーデンのミュルダールがアメリカにお
ける一般経済政策論の形成過程にあたえた影響は，高く評価されるべきであろう。
(3) 野尻武敏『一般経済政策論』有斐閣， 1965年， 51ページ参照。
(4) 野尻武敏，前掲書， 90-96ベージ参照。
(5) 野尻武敏，前掲書， 106ページ参照。
(6) 野尻武敏「経済政策論の対象と方法」， 『日本経済政策学会年報VI』勁草書房，
1958年， 28ページ参照。
(7) Cf;, G. Myrdal,'Das Zweck-Mittel-Denken'in Zeitschrift fur Nationaliikonomie, 
Bd. IV, Heft 3. 1933, S. 310. 
(8) わが国においてこれまでウェーパーの技術的批判に対処する政策的認識の立場の
差異を類型化せるもののなかで代表的とみられるものについては，次のごとくであ
る。
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赤松要博士
① 特定のイデオロギーの観点よりする立湯。
R ウェーパーのごとく観念型的立場を否定し技術的批判をもって政策論の課題
とする立湯。
⑧ 抽象的な普遍的価値を前提とする立湯。
④ ウェーパーをこえて具体的価値目標の批判ないし設定を政策論において可能
とする立湯。
（赤松 要「経済政策論の対象と方法」，『日本経済政策学会年報VI』勁草書房，
1958年， 2ペー ジ。）
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長守善博士
① 経済政策の目的をもって世界観ないし信念の問題とする立湯。
R 究極目的を所与として政策目的について特に省察を加えず，むしろその効果
を問う立湯。
⑧ 究極目的を経済そのもののなかに求めようとする立湯。
（長 守善『経済政策の理論』東洋経済新報社， 1957年， 27ペー ジ。）
加藤，原，丸尾3氏の共同討議。
① 事実と規範の領域を区別し，価値判断は社会哲学の問題として究明し，客観
的価値判断を設定しょうとする立湯。
R 目的を所与とするか，ないしは仮設し，現実の利害対立（価値判断の争い）
をそのままとりあげ，その価値判断のコンシステンツー・効果・影響を主とし
て分析しょうとする立湯。
⑧ 政策の実践的性格を尊重し，究極目的を積極的に仮設し，政策勧告の合理的
基礎をそこに求めようとする立湯。
④ 歴史的動向から発展段階に応じてどのような政策がとられるかを究明しょう
とする立湯。
（加藤，原，丸尾『現代経済政策の理論』東洋経済新報社， 1962年， 3-4ペ
ジー。）
(9) 加藤，原，丸尾，前掲書， 5ページ参照。
2. W.D. グランプおよび E.T.ウェイラーの経済政策論
グランプ，ウェイラー共編の EconomicPolicy, 1953は，いろいろなひとびと
の雑誌論文や著書からの抜幸を集録したものであり，経済政策の各分野にわた
る個別的な理論的実証的研究を網羅せるものである。これだけであれば，それ
はアメリカにおいてはじめて EconomicPolicyというタイトルがつけられた
ほかは，なんら従来の伝統のわく，すなわち応用経済学の領域をでていない。
そこには一般経済政策論としての体系性はもとより求められえないし，全体を
統一的に基礎づける方法論も示されていないし，目的や客観性にかんする論証
もないのである。だがあえて最初にこれをとりあげたのは，編者序文 'From
Economic Theory to Economic Policy'におけるグランプおよびウェイラー
の見解のなかに，これまでの問題別特殊経済政策論のばあいとはかなり異質な
ものが現われているからである。
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グランプおよびウェイラーによれば，「経済学の 3つの段階とは実証経済学
(positive economics), 応用経済学 (appliedeconomics)および規範経済学(norma-
tive economics)であり，経済政策はそれの総合である。」(1)「実証経済学は経済
的行動をそのもっとも一般的ないし普遍的な形態で記述する。…………すなわ
ち "whatbe done"を問題にする。」(2)したがって「特定の経済現象と特定
の経済問題の理解を助けるのにかなりな価値を有しているが，理解そのものは
応用経済学の仕事であり，それが経済政策作成の第2段階をなす。……すなわ
ち "whatcan and what cannot be done"を問題にする。」(8)だが「経済学
の完全な利用には，その知識を応用経済学から規範経済学に引き渡すことが必
要であり，これによって規範経済学は経済問題解決の最後の段階をなすのであ
る。……規範経済学は応用経済学の発見物を他の諸学からひきだされた知識で
補強する。規範経済学は諸価値の相対的重要性を検討し，それによって問題解
決の技術ないし特定の手段を選択する。………すなわち "what should be 
done"を問題にする。」 (4)
グランプおよびウェイラーの見解のうち，いま 1つ注意をひく箇所は，経済
学者のあいだの意見の不一致の問題をあつかった次の論議である。 「経済学者
のあいだでの意見の不一致には 3 種類のものがある。……•••まず実証経済学の
諸命題の妥当性についてある不一致があり，これらの諸命題の特定の経済諸問
題への適用については，さらによりいっそうの不一致がある。だがうえの 2種
類のものは，事実についての不一致である。……第 3の種類の不一致は規範経
済学の内容についてのものである。意見の最大の差異は，価値の相対的重要性
を規定する規範経済学の局面において現われる。·…••そしてあたかも価値が事
実であるかのように，われわれが価値を議論しょうとするときには， 混乱が
ーーそれは不一致よりさらにたちの悪いものである。―生ずる。」 (5)
これを要するに，グランプおよびウェイラーにあっては，経済政策論は応用
経済学の領域からぬけだし，実証経済学，応用経済学，規範経済学の総合とし
て学問的な位置づけをあたえられ，しかも主として第3の規範経済学の部門に
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重点がおかれるべきだと規定されたのである。さらに両教授は，事実判断にお
ける不一致と価値判断における不一致との異質性を指摘することによって事実
判断と価値判断の混乱を避けるべきであると示唆しているのである。このよう
な意味では，グランプおよびウェイラーの経済政策論は一般経済政策論指向へ
の出発点を示すものといいうるであろう。だが両教授の経済政策論における基
本的立場はい嵐まだウェーバー流の価値主観主義の線に沿うものであった。
(1) W. D. Grampp and E.T. Weiler, E_co加micPolicy; Readings in Political 
Economy, Ilinois, 1953, p. 5. 
(2) W. D. Grampp and E.T. Weiler, op. cit., pp. 10-11. 
(3) W. D. Grampp and E. T. Weiler, op. cit., p. a・, p. 11. 
(4) W. D. Grampp and E. T. Weiler, op. cit., p. 8, p. 10, p. 11. 
(5) W. D. Grampp and E. T. Weiler, op. cit., pp. 13-14. 
3. ゲルハルト・コルムの経済政策論
コルムによれば， 「今日の経済学は建設的でなければならない。だから現実
的でもあり，政治的，社会学的および心理学的要素を理論の構造のなかに統合
するものでなければならない。」 (1)
またコルムは，手段だけを取り扱って目的を所与のものとみなす目的・手段
の2分割法がいかに無意味かつ無益であるかを述べ， (2)それよりも目的の階層
性について説くほうがはるかに有効であるとする。したがって経済学の固有の
領域を，目的に対比して手段に限定する，ないしは規範に対比して事実に限定
する，ないしはまた判断に対比して分析に限定する，という・ようなことによっ
て，果たして有用な限界線をつけうるかどうか疑わしい，というのである。(3)
つづいてコルムは，暗黙の価値判断の明示を強調する。すなわちコルムによ
れば，「もしわたくしが， なんらか経済学者を批判するとすれば， これらの経
済分析に含まれている政策判断をかれらが明確に述べなかったことであろう。
このような暗黙の政策判断を明示することは，経済学者の倫理規程の本質的な
項目だといってよいであろう。しかし政治的係争問題を避ける経済学者は，そ
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の分析に入りこむ諸要素をすなおに明示しない経済学者と同じく無責任であ
る。政策の作成者は勧告をうけなければ希望的銀測にみちびかれてあらゆる経
済的諸結果と制限的諸要因を無視するか， ないしはこのほうが多いのである
が，現在の観察にみちびかれて将来の可能性の想定に失敗する。」(4)と主張す
るのである。
以上，要するに，コルムはウェーバーの技術的批判にたいし，経済学へ政治
的，社会学的，心理学的要素を含ましめ，かつ目的の階層性を重視し，さらに
暗黙の価値判断の明示を強調するのである。もっともこのようなウェーバー批
判から出発しているにもかかわらず，コルムの経済政策論における基本的立場
は，やはり目的を所与ないし仮設として受け取る立場であり，決してウーーバ
ーの技術的批判を否定するものではないのである。これはコルムの次の一節か•
らして明らかであろう。「われわれは所与と『一応仮定』さるべき『大体実行
可能な目標』を問題にする。暫定的な目標が実行可能か否かを検証するために
は，その達成に政策や心構えをいかに変化させることが必要であるかを分析し．
なければならない。………このような包括的な研究態度においては，次の問題
が問われなければならない。もし現在の諸政策，諸態度が継続すれば，どのよ
うな経済的結果が生ずるか。」 (5)'
だが他面，コルムのこれらの諸見解は，ミュルダールのそれとともに，後述
のワトソンの経済政策論にかなりな影響をおよぼしていると推察されるのであ
る。この意味ではコルムの経済政策論は，一般経済政策論への指向にとって不
可避的な「価値判断統一」の可能性を示唆する一契機を与えるものと評価すぺ
きであろう。なお価値判断の統一される可能性については，加藤 寛氏がすで
に，①消極的可能性，R積極的可能性，⑧プロセスの 3点から説いておられる
し. (6)また山田雄三博士も， これに対応するかのごと<' ①対立が実は統一
を求めていること，②事実判断の進展による価値判断の一致可能性，⑧価値判
断の序列化（目的・手段の階層化のことであろう。）による統一， という 3点から統
一への前進を述べておられる。(7)さらにリンドプロムもまったく同じことを試
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みているようである。(s)だが第2の価値判断の一致可能性ということについて
は，賛同しがたい。なぜならば，価値判断統一の積極的可能性はウェーパーの
技術的批判の超克を念頭におくかぎり，経済分析からでてくる価値判断の収敏
過程のなかに本来，求められるべきものであり，討論，交渉，勧告および意見
の相互的改変というような政治過程に求められるべきではない，と考えるから
である。 したがって第 3の価値判断の序列化による統一ということについて
も，価値判断を収敏させるという意味での目的・手段の階層化として理解する
ことにしたい。これらの諸点は，本小論に一貫せる積極的な意図を満たすうえ
にかなり重要な役割を果たしていると考えるので，後述する 5.K. E. ボウル
ディングの経済政策論， 6. D.S. ワトソンの経済政策論，および7.結語，
において，さらにより詳細な吟味・ 考察を加えることにする。
(1) Gerhard Colm, Essays in Public Finance and J:iscal Policy, New York, 1955, 
p. 343. 木村，大川，佐藤訳『財政と憬気政策』弘文堂， 1957年， 345ペー ジ。
(2) コルムのこのような見解は，多分に R.D.コールキンズの影響を受けていると思
われるふしがある。 コルム自身もコールキンズの次の論文， Papers and Pro-
ceedings of the Sixty-fifth Annual Meeting of the American Economic Associ-
ation, Chicago, .Illinois, 27-9 December 1952, Vol. XL II, No. 2, May 1953. 
を若千，引用している。 「目的はより高い目標の手段であることが多いし，また手
段は政策の直接の目的であることが非常に多い。この事実は，経済学者の本来の任
務は手段の選択についての勧告にあって目的の選択についての勧告にはない， とい
う広く支持されている考えの再検討を要求する。」
(3) Cf., Gerhard Colm, op. cit., pp.347-348. 前掲訳書， 348ページ参照。
(4) Gerhard Colm, op. cit., p. 351. 前掲訳書， 352ペー ジ。
(5) Gerhard Colm, op. cit., p. 355. 前掲訳書， 356ペー ジ。
(6) 加藤 寛「経済政策の目的と価値判断」，『三田学会誌』第49巻第4号， 1956年，
参照。
(7) 山田雄三「経済学と価値判断」，『経済セミナー』 1961年5号，参照。
(8) Cf., C. E. Lindblom, The Handling of Norms in Policy Analysis, 1959. 
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4. A. スミ 、ッソースの経済政策論
スミッシーズは冒頭で， 「経済学はつねに政策と関係してきた。ほとんどの
経済学者は，かれらが社会的改善とみなすものを促進するという願望によって
動機づけられてきた。……だが経済学者の動機がなんであったにしても，たい
ていの経済分析（経済理論）は強い政策含意をもっている。(1)………政策への
関与は，不可避的に経済学を社会科学中の自己抑制的部門であるように，ない
しはそうなるようにしてはおかない。したがって非経済的世界からひきだされ
た倫理的ないし政治的仮定に立脚しなければならなくなる。」、(2)と述べてい
る。
このような考えかたから出発するスミッシーズは，政策における価値自由
(Wertfreiheit)といういわば通念的主張を退ける。換言すれば， 経済学者は政
策問題に関与するかぎり価値判断から免れることはできない，と主張するので
ある。そしてその理由として次の 4つをあげている。「第1に，ほとんどいかな
る経済理論もイデオロギーのうえでは中立とは考えられない。事実，経済理論
の客観性の主張ないしは否定そのものが 1 つの価値判断を含む。……•••第 2 IC, 
研究のために経済問題をたんに選択すること自体が価値判断を含む。…•…••第
3に，手段と目的とのあいだに明確な区別をつける試みは誤りに陥りやすく危
険でありうる。今日，特定の目的達成のために選ばれた手段が明日の目的を変
えることがありうるからである。………そして経済学者とりわけ経済助言者
(the economic adviser)が価値判断にたずさわらねばならない最後の， 実際的
理由はこうである。..…•大統領は助言者を選ぶのにさいし，政策についての助
言者の見解が自己の見解と概して一致するということを確かめねばならない。」
(3)要するに助言者の選択にもまた，価値判断が含まれる。
それでは経済学者は政策問題にどのような貢献をなしうるのか。これについ
てスミッシーズは，ヴィルプラントにならって(4) 医師と患者の比喩をもって
説明したのち，次のようにいう。「同様にわたくしは， 経済学者が社会を診断
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し，そして処方箋を書くぺきであると信じる。……経済学者の仕事は，①社会
の願望する目標を実現しうる経済的諸条件を決定すること，③用いられた経済
的手段と，社会が選んだ目標が連続的相互作用の関係にあることを認識させる
こと，および⑧社会が矛盾した目標の遂行によって破綻をまねくことが経済分
析によってあらわにされるとき，これらの目標の変更を提案すること，この 3
つである。」 (5)
以上のスミッシーズの見解は，経済学者の役割の問題を，ヴィルプラントの
ように，たんなる技術的観点からだけ (6)でなく，倫理的，規範的観点からも
あわせて考えねばならないとする点で，かなり前進的であり，かつ意欲的であ
る。だが他面，ヴィルプラントのょうに，価値判断の体系化の手がかりを「経
済の本質」の反省に求めようとするような接近態度(7)は，スミッシーズの経
済政策論においては見失なわれており，ここに 1つの限界が存しているものと
考えられる。
さてスミッシーズの経済政策論において，関心をひくもう 1つの見解は，経
済的目標の設定のしかたについての見解である。
まず最初に，スミッシーズは厚生基準についての学説的展開のあとをたどっ
ていく。古典学派における経済成長，厚生経済学における経済効率およびケイ
ンズ理論における雇用水準の維持などがそれである。Cs)このことからして「厚
生や政策にたいするおのおのの接近は，本質的にその時代の産物であって，ど
れもそれだけでは今日の問題への指針として十分なものとは考えられない。…
•••それゆえ 9に経済学者は種々の，そしておそらくは衝突するであろうこれら経
済的目標について 1つの折衷案を定式化するよう図らねばならない。」 (9)と，
スミッシーズは考えるのである。
このような見地からスミッシーズは，現代の先進資本主義諸国（特にアメリ
カ）の政策目標には，国際政策をべつにすれば， ①経済成長の継続，R高水準
かつ安定的な雇用， ⑧価格水準の適度の安定， ④所得と社会保障の平等な分
配，⑥市場メカニズムを通しての資源配分，⑥文化的・物質的資源の保存，の
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6目標があげられるとし，これら諸目標相互間の衝突，両立の関係を分析する
のである。 (10)
もっとも，スミッシーズの経済政策論のなかにおけるこのような経済的目標
の設定のしかたについては，次の 2点が問題となろう。すなわち①折衷案とし
ての経済的目標の定式化は，ウェーバーの技術的批判を否定するものであり，
その結果，科学的合理性，客観性が大きく後退することになりはしないか。③
第6の経済的目標としてあげられている「文化的・物質的資源の保存」は本
来，公共政策の目標に属するものであり，いまスミッシーズのいう経済的目標
を基本的目的 (aprimary end) の意味に解すれば，公共政策と基本的経済政策
とのあいだの目的・手段の構造が否定されることになりはしないか。
だが前者の①の問題については，価値判断の統ーがなんらかのかたちでなさ
れなければならないことを示唆するものである。また後者の②の問題について
は， 5, 6年を経過してようやく，後述するワトソンが Economic Policy, 
1960. において目的・手段の構造把握を行なうことによって解明されていくの
である。
(1) この点（経済分析の政策含意）にかんしてスミッツーズと侭ぼ同じ立湯をとって
いるものにミークの見解がある。 「経済分析は，経済学者がこれを用いるさいの使
用目的がいかに価値判断によって毒されようとも，それだけで客観的とみなされえ
た。……にもかかわらず，われわれはすぺて，現実には価値判断が経済分析に移入
されていることを知っている。そしてそれは，いずれにせよ無視しえない程度にま
でなっている。」 (R.L. Meek,'Value-Judgments in Economics'in The British 
Journal for the Philosophy of Science, Vol. XV, No. 58, 1964, p. 91.) 
(2) A. Smithies,'Economic Welfare and Policy'in Brooking Lectures 1954, 
Washington, 1955, p. 1. 
(3) A. Smithies, op. cit., pp. 2-4. 
(4) Cf., R. Wilbrandt,'Der Nationaliikonom als Arzt'in Festschrift fur Brentano, 
Leipzig, 1916. 
(5) A. Smithies, op. cit., p 5. 
(6) Cf., R. Wilbrandt, Der Volkswirt als Berater der Volkswirtschaft, Erkennt-
niskritische und methodologische Grundlegung, Stuttgart, 1928. 
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(7) 山田雄三『計画の経済理論序説」勁草書房， 1951年， 92ペー ジ参照。
(8) Cf., A. Smithies, op. cit., pp. 6ー 13.
(9) A. Smithies, op. cit., p. 13. 
(10) Cf., A; Smithies, op. cit., pp. 14ー 22.
5. K. E. ボウルディングの経済政策論
ボウルディングによれば，「一般的にいって＜政策＞で取り扱うものは，あた
えられた諸目的にたいしむけられる行動を支配する諸原理である。」 (1)とか，
「われわれの欲するものはなにかく目標＞の究明は社会科学の領域をこえて倫
理学の分野に入ってしまう。人間活動の究極目的を評価することは，社会科学
の仕事ではない。……いかにしてそれを達成するのか＜手段＞を論ずるのが科
学者の独自の領域である。」(2)とか，「政策について唯一の目標を想定すること
は不可能であり，さまざまな目標を単一のものに帰せしめることはできない。」
(a)というように，政策の究極目的(4)は明らかに所与とされている。このよう
にボウルディングの経済政策論は，ウェーバーの技術的批判を否定しょうとす
るものでは決してないことが冒頭に明示されているのである。さてボウルディ
ングの経済政策論のなかでユニークな見解の1つは，「基本的目標」 (primaryob-
jectives)の設定であろう。ボウルディングは基本的目標として，経済的進歩，
経済的安定，経済的正義および経済的自由の4つを掲げるのであるが，かれに
よれば，これら 4つの目標は，「あいまいな目的というものをほとんど残さず，
そして特定の政策を評価してみるばあいの 1つの分析用具をあたえてくれ，」
(&)さらに，「どの 1つをとっても他の 1つないしは2つ以上の組合わせに還元
できないべつべつの 4つの次元であり，」(e)「その量の大小が経済システムの改
善ないし悪化をもたらすものであな」('l)というのである。要するにこれら 4
つの目標は，その全体としては，あらゆる政策にとって上位の目的であると同
時に，それらを評価する価値尺度になりうると考えているのである。そしてそ
の意味において基本的目標なのである。
こうしてボウルディングは，一面において，経済政策論に自由とか正義とい
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う倫理的問題を導入しつつ， Cs)他面において， それにともなう価値判断の介
入をできるかぎり避けようとするのである。ボウルディングのこのような接近
態度は，かれが経済政策論の体系化の過程においてウェーバーの技術的批判を
超克しょうと意図していることを端的に示すものである。
ところでうえの 4 つの基本的目標は，•それぞれ独立の次元であり，したがっ
てそのままでは同時に極大化させることはできない。そこでこれらを 1つの次
元に還元する手段が必要になるのであるが，ボウルディングは，これは論理的
に可能であって仮説的な「効用」すなわち 4つの基本的目標の函数としての「
総利益」を考えればよいと主張する。そして，ある目標をいっそう押し進める
ことによって随伴する「限界利益」が，そのため犠牲にされる他の目標にとも
なう「限界損失」にちょうどひとしくなると推定される点において，総利益は
極大化し，理想的な経済政策が達成されることになる，というのである。もっ
ともボウルディングは，この決定をなすものはひとつの複雑な政治過程であっ
て， (9)そこには通常，自己の利益を主張する多くの集団が含まれるのである，
と注釈を加えている。 (10)
上述のボウルディングの経済政策論における基本的目標の設定，総利益の極
大という展開プロセスは，倫理的要素を加味せる厚生経済学的接近として理解
されうるであろう。この点において，後述するワトソンの基本的目的とはまっ＇
たく異質のものである。
ボウルディングの経済政策論における他の 1つのユニークな見解は，「選好
函数」 (preferencefunction)すなわち価値判断の収敏過程の分析である。ここ
では，価値判断問題についての経済学的解明があざやかに行なわれているので
ある。
これにかんしてのボウルディングの所説を要約すれば，次のごとくである。
あるひとたちは，選好函数すなわち価値判断が科学研究には不適な問題であ
ると論じてきた。つまり科学者は自己の研究を，それがなにで「あるか」とか，
それがなにに「なるであろうか」，要するに「機会函数（事実・可能性・限界）」
41 
134 鵬西大學『繹済論集』第15巻第2号
(~pportunity function)すなわち事実判断という安全な分野に制限すぺきで，
一致が極度に困難な，価値という不確実な泥沼に踏み入るべきではない，とい
うのである。そしてこの主張の根底には，選好函数すなわち価値判断が一致に
いたるばあい，しばしば討論，交渉，勧告および意見の相互的改変といった政治
過程が介入し，介入せざるをえなくなる，という考えかたが支配している。だ
が経済学者は，この絶望的な勧告にしたがうことはできない。なぜなら社会の
内的統合性は，選好函数の一致によらなくても，選好函数の収敏の過程によっ
て測定されうるからである。 (11)いま機会函数が，たとえば楽観的見方から悲
観的な見方に（その逆でもよい）変ったため，おのおのの選好函数が収敏するば
あいがあるのである。この論証は，かりに経済発展率を垂直軸上に，インフレ
ーション率を水平軸上にとり，機会曲線，選好曲線（無差別曲線）を導入した図
式を展開することによって十分，可能である。このばあい選好函数が収敏を生
ずる条件は実に，機会函数と選好函数との明確なる区分づけ，および機会函数
それ自体の有する不確実の是正の要素である。 (12)
ボウルディングによる上述の選好函数の収敏過程の分析は，われわれに次の
ような重要な示唆をあたえてくれる。すなわち事実判断が改善され，その確実
性が増してくるにつれて，もろもろの価値判断がしだいにある方向へ収敏して
いくことが，経済分析によって明らかにされたばあい，その収敏せる価値判断
は経験科学の領域にとどまりうる，ということである。したがって価値判断の
統一さらには価値体系の統一の積極的可能性がボウルディングによってはじめ
て示されたのである。ここにボウルディングが経済政策論の体系化の過程にお
いてウェーバーの技術的批判を超克しょうとする前向きの態度が見受けられる
のである。
もっとも価値判断統一のプロセスとしての目的・手段の階層化について
は，ボウルディングはわずかに， 「社会科学者は， 目標の論議にも重要な貢献
を果たすことができる。たとえばかれは，ひとが目的だと思っている多くのこ
とが，実はべつのより究極的な目的への手段にすぎないと指摘しうる。また一
42 
アメリカにおける最近の経済政策論の展開について 135 
見，目的にかんする議論も，べつのより究極的な目的への手段の選択の問題に
おきかえれば，解決は容易になるかもしれないと指摘することもできる。」(18)
というにとどめており，この問題についての十分な解明は，・けっきょく 2年後
のワトソンの Econo~ic Policy, 1960. の出現まで延期されねばならなかった
のである。
しかしながら，以上2つのユニークな見解（ーは基本的目標の設定，他は選好函
数すなわち価値判断の収敏過程の分析）から接近し， ウェーバーの技術的批判の超
克を図ろうとするボウルディングの経済政策論は，次のワトソンの経済政策論
とともに，その構成順序や様式においてドイツ式の一般経済政策論にかなり近
似せるものであり，このことに疑義をはさむ余地はない。
(1) K. E. Boulding, Principles of Economic Pol切， NewYork, 1958, p. 1. 内田忠
夫監修，海老原武邦他訳『経済政策の原理』東洋経済新報社， 1960年， 3ペー ジ。
(2) K. E. Boulding, op. cit., p. 2. 前掲訳書， 3-4ペー ジ。
(3) K. E. Boulding, op. cit., p. 19. 前掲訳書， 20ペー ジ。
(4) 経済政策の究極目的とは，一切の経済政策の根本精神がこの目的の実現のうちに
存しているような性格を有し，それに加えて，不変のものであって，しかも唯一の
ものであり，他目的の並存をゆるさないものでなければならないと解する。
(5) K. E. Boulding, op. cit., p. 19. 前掲書， 21ペー ジ。
(6) 内田忠夫監修，海老原武邦他訳，前掲訳書，日本語阪への序文 6ペー ジ。
(7) K. E. Boulding op. cit., p. 21. 前掲訳書， 22ペー ジ。
(8) 「政策の面においては，倫理なき経済学は支点なきてこにひとしいからである。」
(K. E. Boulding, op. cit., p. vi. 前掲訳書，序文4ペー ジ。）
(9) 「経済分析にとつてできないことは，経済的宇宙のなかでの特定の最適点（つま
り最善の政策そのもの）を選択することである。」「したがって理想的政策という定
義それ自体のなかに，政治過程のある要素が含まれねばならない。」 (K.E. Bould-
ing, op. cit., p. 13. 前掲訳書， 15ペー ジ。）
(10) 内田忠夫監修，海老原武邦他訳，前掲訳書，日本語阪への序文6ページおよび
Cf., K. E. Boulding, Economic Analysis, 3rd. ed., London, 1955, p. 716. 大石• 宇
野監訳『近代経済学下』丸善， 1964年， 744ページ参照。
(1l) Cf., K. E. Boulding, 7", 加 skillsoft加 Economist,Cleveland, 1958, pp. 162-
163. 桜井欣一郎・桜井美智子訳『経済学』東洋経済新報社， 1964年， 153ー 154ペー
ジ参照。
(12) Cf., K. E. Boulding, op. cit., pp. ~66ー169. 前掲訳書， 157ー 159ページ参照。
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なおボウルディングの選好函数の収敏過程の分析にかんする解説およびその展開に
ついては，拙稿「政策における 4つの基本的目標と最適領域一K.E. ポウルディン
グの政策論との関聯において一」，賜西大學『編済論集』第11巻第3号， 1961年，
66ー 69ページ参照。
U3l K. E. Boulding, Principles of Eco加micPolicy, New York, 1958, p. 2. 内田忠
夫監修，海老原武邦他訳『経済政策の原理』東洋経済新報社， 1960年'4ページ。
6. D.S. ワトソンの経済政策論
ワトソンは，さきのボウルディ ングとは対称的に厚生経済学的接近方法にた
いして批判的である。これを論証するためには，ワトソンの次の 2つの論述を
引用すれば十分であろう。「厚生経済学の章は，理論的厚生経済学が政策を具体
化させることにおいて，ほとんど貢献していないというわたくしの信念のゆえ
に， 第1部・経済政策原理から第7部・一般的論点に移している。」(1) 「厚生
経済学の範囲があまりに狭く限定されているので，経済政策の主要な問題の合
理的解決にたいする指針としては役立ちえない。」(2)
こうしてワトソンの経済政策論にあっては，ボウルディングのそれと・は多か
れ少なかれ異質のものとして展開されているのである。・
ところでワトソンの EconomicPol切， 1960•. の革新的特徴はなにか。編者
であるハーバード大学の C.ケイセンは，その序文において次のように述べて
いる。「従来，経済政策の見出しをもつ学科や教科書は，伝統的に，特定の市場
規制や若干の相互関聯づけられたトビックスにその焦点がおかれてきた。……
これにたいしてワトソン教授の著書は，第 1に，あらゆる政府の政策に共通の
ものを考察し，これとの関聯において包括的視野をもっている。第2に，わた
くし、の判断では，かれの態度ははるかに価値評価的である。……ワトソン教授
は，経済的論議のわくをこえて価値的要素を押し進めようとするよりもむしろ
価値的要素に直接，対決することによって，伝統的取扱いから偉大な一歩をま
えに踏み出している。」Cs)
これらのことをまず念頭において以下，ワトソンの経済政策論の論理構造を
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考察・展開していくことにしょう。
アメリカにおける経済学者の政策研究は，少なくとも1950年までは，特殊な
経済問題を理論経済学のたんなる応用として，つまり目的所与の技術論ないし
効果分析として進められてきた。これはウェーバーの技術的批判を極端に解釈
して生まれた研究方法であり，ライオネル・ロビンズは，その厳格さにおいて
もっとも徹底せる経済学者の 1人である。(4)このロビンズのような態度につい
て，ワトソンは次のように評している。「J.s. ミル(5)以後の学者によっても
経済学の方法論にかんして，これと類似の立場がとられた。この意味において
もっとも厳格な立場をとる学者の好例はライオネル・ロビンズである。ロビン
ズは， An・Essayon the Nature and Significance of Economic Science, 
1935 (Cf., Chap. I .). において，……経済学は目的それ自体に関与せず目的の
問題にたいしてまったく中立的であると主張する。」 (8) そして，「このタプー
に忠実であろうとする学者は，これこれの行動がとられたばあいには，結果は
しかじかになるであろうということにとどめようとする。」 ('1) しかし，「経済
学者が経済政策にたいして，ある立場をとっている事実は明白である。かれら
は，あるものに賛成し，他のものを否定する。」 Cs)要するにワトソンは，経済
学者は好むと好まざるにかかわらず，現実の経済政策にかんしてなんらかの価
値評価をしており，そこに事実判断と価値判断の混同が生じてくる，と考えて
いるようである。
つづいてワトソンによれば，経済政策が実践可能な手段となりうるには以下
の4つの段階を通過しなければならないのである。すなわち第 1の段階は，経
済分析であり，それは経済問題の原因の確定，将来の予測および政策の効果分
析にもとづいた理論的に可能な政策手段を呈示する。ここまでの研究は科学的
分析すなわち起りそうな原因と起りそうな結果の領域のなかでなされる。第2
の段階は，経済分析によって明らかにされた種々の行動過程の行政的可能性の
検討である。第3の段階は，政治的支持を受けうるかどうかについての政治的
可能性の吟味である。最後の段階は，政策実践者の立場からの，他の政策との
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諸関係の考慮・調整である。このように経済分析は不可欠(9)ではあるが， 政
策形成の 1部にすぎないと， ワトソンは主張するのである。 (10) そしてさら
に，この範囲内でも経済分析の機能には，分析の抽象性，測定の不正確，予測
につきまとう失敗，等の諸困難があることを指摘するのである。 (11)
したがって没価値的態度で，換言すれば目的所与で政策に取り組む経済学者
は，社会的責務を十分，遂行していないこと，ないしはこのような研究は，か
りにその態度が正しいとしても実際J:,不可能であることが，ワトソンによっ
て論証されたのである。
それでは経済学者の任務と研究態度はいかにあるべきかについて，「あたか
も文学や音楽の批評家は，かれらの芸術的判断を読者や聴き手にしいる権利は
ないが，その円熟せる思考や専門的知識からでてくる批評家の判断は，他のひ
とびとのよりよい評価決定到達を助ける。それと同様な方法で，よき経済学者
は経済政策の改善をなしうる，」(12)のであり， そのためにも経済学者は自己
の価値的前提を明確に自覚して，これを公然と提示し，そこから経済政策論を
展開すべきだと，ワトソンは主張するのである。そしてそのほうがはるかにひ
とびとの経済政策の理解と判断を助ける手段として建設的であり，実践的に健
全ではなかろうか，という反省を，経済学者に求めているようである。 (1s)も
っともこの自己の価値的前提の明示については，すでにミュルダールの説いて
いるところであり， (14)この点，ワトソンはミュルダー）レの影響を多分に受け
ているものと推察される。
さらにワトソンは，このような経済学者のなかに，目的所与による価値自由
の期待を助長する傾向を生ぜしめた主たる原因は，経済政策の認識が目的・手
段の構造においで行なわれなかったことにあるとして，このような幻想を一掃
するため， (15)かつ経済政策の概念を明確に規定するため， (16)経済政策の目
的・手段の構造の分析を展開していくのである。
ワトソンによれば， 「すべての個別的経済政策の全体は，複数の目的と複数
の手段からなる構造として考えられる。……また目的・手段の体系ないし構造
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は， 1つの系列として具体化することが可能である。いまAは目的Bの1手段
であり， Bはまた他の目的Cの1手段でありうる..…•と仮定すれば，系列内に
あるどれもそのときどきによって目的とみなすこともできるし手段とみなすこ
ともできる。」 (1'1)
このように構造は，ただ1組の目的とただ 1組の手段からなるとはかぎらな
い。しかるに目的所与の方法にみられるように，それを系列において把握しな
いならば， 確かに目的を所与とし手段の経済分析のみに経済学者の役割を限
定できるという幻想が生まれるのは当然であると， ワトソンは考えるのであ
る。 (18)
ここでワトソンは，目的の階層性および暗黙の価値判断の明示を強調するコ
ルムの立場を掲げる。「ゲルハルト・コルムは， 目的と手段のあいだの伝統的
差別は無意味であり，かつ無益であるという立場をとっている。コルムは，経
済学者は政策問題にたいし助言をあたえることによって目的について 1つの立
場をとる義務と責任をもつものと信じている。」 (19) そしてワトソン自身もこ
のようなコルムの立場に同調している。したがって私見では，ワトソンは，コ
ルムの見解を踏み台にして，そこから，目的・手段の構造把握（階層系列化）お
よび現代経済哲学の類型化（価値判断の類型化）を試みたのではなかろうかと推
察せざるをえないのである。
そこでまず，目的・手段の構造把握の問題についてのワトソンの見解をみて
いくことにする。ワトソンは， 目的所与の技術論ないし効果分析においてこ
のような把握が不十分なのは，経済政策にかんするいわゆる事後的研究すなわ
ち「現存の経済政策」(actualeconomic policy)の包括的分析がおろそかにされ，
事前的研究すなわち「提案された経済政策」 (proposedeconomic policy)に先走
る傾向があったためと解する。そこで現存の経済政策を事後的に分析し，あら
ゆる経済政策を，「基本的目的」 (aprimary end), 「第2次目的」 (asecondary 
end), 「第3次目的」 (atertiary end)……「用具」 (instruments)にいたるまで
の構造的系列 (20) (上位にたいしては手段として，下位にたいしては目的として）に
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おいて位置づけようとするのである。だが,.ここでワトソンが経済政策を構造
として把握しょうとするのは，現実の経済政策の総体が論理的首尾一貫性と内
的整合性において完全であることを念頭においているわけでは決してない。た
だ現実的連関性を有するものとして，それを把握する方法を含意しているだけ
である。 (21)それはいうなれば社会成員のすべての思惟と活動の相互作用によ
る複雑な産物であって，これを好ましいとか好ましくないとか判断するのは，
もっぱら経済哲学にかかわる問題であると考えられるのである。(22) さて，そ
れではアメリカにおいてなにが実際，基本的目的であるか，この問題にたいし
て，ワトソンは，①経済成長ないし発展，R安定，⑧資源の効率的配分の達
成，④経済的自由の維持，⑥所得分配の改善，の 5つの基本的目的を列記し，
それらは相互に補完・競合するものであると論じている。(23) この意味ではワ
トソンの経済政策論の立場は，やはり技術的批判の超克を意図し，さらに具体
的価値目標を設定しょうとする立場だといえるのである。
次に現代経済哲学の類型化についての，ワトソンの見解にふれてみよう。
ワトソンによれば，意見の対立は当然，理論的分析よりも政策的認識のほう
に強くみられるが，その対立は，たいていは非経済的問題つまり政治的同情と
か倫理的先入感の相違に起因している。したがって経済政策評価の背後に，分
析や記述をこえた価値判断がつねに存在することを率直に認めるべきだという
のである。それからワトソンは経済哲学の概念規定を行なっている。かれによ
れば，経済哲学とは，経済政策にかんする価値判断を方向づけ色づけする諸観
念の複合体を意味するものであり，それは倫理的価値（ないしは規範），政治的
価値および経済的価値からなる複合体である，と規定されているのである。(24)
さらにワトソンは，現代経済哲学の類型化にさいして次のように述べてい
る。 「経済学者はたえず特定の経済政策問題について助言を依頼されるが，か
れらは助言をあたえるさい，自己の倫理的，政治的基礎を露呈することをしば
しば避け，伏せておく。」(25)そういう実情にあるので，現代経済学者が種々の
ところでなしている個々の価値基準（倫理的価値基準，政治的価値基準および経済的
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価値基準）にたいする暗黙（ときたま公然）の態度を探索，分析・整理し，そして
それらを類型的に分類することには，かなりな制約があることが予想される，
というのである。しかし大体において，現代アメリカの経済学界には，基本的
には次の 3つの有力な経済哲学すなわち① 「改革的自由主義」 (ReformLibera-
!ism), ③ 「新自由主義」 (Neo-Liberalism), ⑧ 「保守主義」 (Conservatism)が
底流しているのが見出されると，ワトソンは解釈している。 (26) 以上，要する
にワトソンは，独自の現代経済哲学を超越的に主張するのではなくて，現代経
済哲学を現実の基盤から経験的に把握し，またそこに社会学的ないし社会心理
学的傾向のものを導入しているのである。この意味ではワトソンの経済政策論
は， ミュルダールの態度分析(27)に近接せるものであると推察される。この点
は，ワトソン自身が倫理的価値判断にかんする叙述に加えた脚注で， 「スエー
デンの経済学者グンナー・ミュルダールは，倫理的価値判断を率直に認識し，
かつこれを理論的分析と統合することを主張する少数の現代経済学者の 1人で
ある。」(28) と述べていることに顧みて明白である。(29)
(1) D.S. Watson, Economic Policy• Business and Government, Boston, 1960, 
p. xiv. 
(2) D. S. Watson, op. cit., p. 21. 
(3) D. S. Watson, op. cit., p. xi-xii. 
(4) 赤沢昭三「ワトソン経済政策の一考察 (2)」,『東北学院大学論集（経済学）』第40号，
1961年， 61ページ参照。
(5) ここではワトソンは， J.s. ミルの次の言葉を引用している。 「政治経済学（経
済学）は科学であって技術ではない。それは自然の法則にかんするものであって行
動の格律にかんするものではない。そして経済学は，事物がいかにしておのずから
生ずるかをわれわれに教えるものであって，ある特定の目的達成のために，どうい
う方法で事物を形成するのが賢明であるかを教えるものではない。」 (D.S.Watson, 
op. cit., p. 14. J. S. Mill, Essays on Some Unsettled Questions of Political Eco-
nomy, London, 1844, p. 125.) 
(6) D. S. Watson, op. cit., p. 14. Cf., Lionel Robbins, An Essay on the Nature 
and Significance of Economic Science, 2nd. ed., London, 1935, p.24. 辻六兵衛
訳「経済学の本質と意義』東洋経済新報社， 1957年， 38ベージ参照。
{7)(8) D. S. Watson, op. cit., p. 14. 
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(9) J.C. ギルパートも次のように述ぺている。「経済理論は，総明かつ有効な経済政
策にとって絶対不可欠なものである。」 (J.C.Gilbert, Economic Theory and Policy, 
Inaugural Lecture deliverd in the capacity of Professor of Economics・in the 
University of Sheffield, 5th. Nov. 1958, p. 2.) 
UOl Cf., D. S. Watson, op. cit., pp. 11-12. 
Ul Cf., D. S. Watson, op. cit., pp. 12ー 13.
(12) D. S. Watson, op. cit., p. 14. 
t3l 赤沢昭三，前掲論文， 63ページ参照。
閥 「ミュルダールによれば，価値的前提は始めから終りまで明らかに示されねばな
らないのみならず，恣意的に選択されてはならない。」 (J.C. Gilbert, op. cit., p. 
13.) 
t5l 赤沢昭三，前掲論文， 65ページ参照。
t6l 経済政策概念は，あるばあいには広く，他のばあいには狭く使われている。また
経済政策は，あるばあいは目的の意味で，他のばあいには技猫の意味で使われてい
る。 (Cf.,D. S. Watson, op. cit., pp. 4-5.) 
ワトソンによれば，こうした混乱の主たる原因は，経済学者が経済政策そのもの
を目的・手段の構造として把握していないとこるにある，と考えているようである。
（赤沢昭三，前掲論文， 60ページ参照。）
U7l D. S. Watson, op. cit., p. 90. 
U8l Cf., D. S. Watson, op. cit., p. 92. 赤沢昭三，前掲論文， 66ページ参照。
U9l D. S. Watson, op. cit., p. 92. 
(20) 「その目的が非経済的目標すなわち公共政策の領域のなかでの目的にたいする手
段であるような経済政策は，基本的経済政策であり，この政策目的は基本的目的で
ある。……その目的が基本的目的にたいする手段として価値づけられる経済政策は、
第2次経済政策であり，そのなかに具体化された目的は第2次目的である。……そ
の目的が第2次経済政策にたいする手段であるような経済政策は第3次経済政策で
あり，その政策目的は第3次目的である。……しかしそれ自身もはや目的とはなりえ
ないような手段は，経済政策の用具と名づけられる。」(D.S.Watson, op. cit., p. 93.) 
(21) Cf., D. S. Watson, op. cit., p.5. 
(2) 赤沢昭三，前掲論文， 69ー 70ページ参照。
閾 Cf., D. S. Watson, op. cit., pp. 94-97. 
釧 Cf.,D. S. Watson, op. cit., p. 25. 
四 D.S. Watson, op. cit., p. 26. 
閲 Cf.,D. S. Watson, op. cit., pp. 27ー 29.
なおワトソンは，各経済哲学に帰依する代表的経済学者と学派名を次のように列
挙している。
① 改革的自由主義者
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アメリカの制度学派
Sidney Fine, J. R. Commons. J. K. Galbraith, A.H. Hansen, Gerhard Colm, 
Herman Finer. 
②新自由主義者
(i)オーストリア学派に属していたひとびと
Ludwig von Mises, Oscar Morgenstern, F. A. Hayek, Fritz Machlup. 
(ii)シカゴ学派に所属するひとびと
F. H. Knight, Jacob Viner, H. C. Simons, Milton Friedman, G. J. Stigler. 
(ii)その他のアメリカ経済学者
D. M. Wright, 0. H. Taylor. 
(iv)ヨーロッパ諸国の経済学者
イギリス
John Jewkes, Lionel Robbins. 
ドイツ
Walter Eucken, Wilhelm Ropke. 
⑧保守主義者
Clinton Rossiter, Russell Kirk, Walter Lippman, Peter Viereck. 
(Cf., D. S. Watson, op. cit., pp. 83 -85.) 
(27) 「経済技術学を基礎づけるべきものは，利害の場ではなく，むしろ政治的な態度
の湯である。そのばあい政治的態度とは，現実的ないし仮説的に考えられた総体的
地位にかんして個人が相当，感情的に一定の行動をとる，という意味である5」「しか
し経済技術学は，それが一般に重要な結果をもたらそうとするならば，現実的ではな
く可能的事情を研究しなければならないから，関係ある態度の場の確定は非常に錯
綜せる社会心理学的な問題をともなうのである。」(GunnarMyrdal, Das po/itische 
Element in der nationalokonomischen Doktrinbi/dung, Berlin, 1932, p. 300, p. 
302. 山田雄三訳『経済学説と政治的要素』日本評論社， 1942年， 402ペー ジ， 404
ペー ジ。） ； 
(28) D. S. Watson, op. _cit., p. 30, fn. 
(29) 赤沢昭三「ワトソン経済政策の一考察(1)」，『東北学院大学論集（経済学）』第39号，
1961年， 57ページ参照。
7. 結語
以上， 1950年以降，アメリカにおいて一般経済政策論を指向・展開している
6人の代表的な経済政策論者について，その見解ないし立場，果たした役割の
評価，その限界，およびウェーバーの技術的批判の超克のかたち，等，概して個
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別的に考察してきたわけであるが，最後に，これら経済政策論者たちの諸見解
のあいだに論理的な一貫性がみられる諸点について，箇条書きに要約して若
干，ふれておくことにしょう。
①いずれの経済政策論も，ウェーバーの技術的批判から出発しているが，そ
のさい手段も価値から自由ではないという点で考察態度としての価値判断の排
除をかなり厳密に主張する一方，他方において考察領域からの価値判断の排除
には強く反対している。したがってその考察領域は経済分析のわく内に踏みと
どまってはおらず（逆に経済分析の政策含意を主張している），他の諸領域（倫理的，
政治的，社会学的，心理学的要素）の導入，さらにはそれら諸領域の統合のうえ
に，展開されている。
③だからそこでは究極目的の設定をしていない，というより無意味であると
して，現実の基本的目的ないし基本的目標の設定の必要性を強く主張しつつ経
済政策論の包括化・体系化を図ろうとする新しい立場に立とうとしていること
である。そしてよりいっそう注目すべきは，経済政策論の包括化・体系化への
過程において価値判断の統一さらには個々の，ないしはグループ別の価値体系
の統一をめざしていることである。この意味において，ウェーバーの技術的批
判の超克を指向し，展開しょうとするものである，といえよう。だがこのこと
は，これだけでその超克がなされたというわけではもとよりないのである。
⑧しかし，価値判断の統一さらには価値体系の統一の積極的可能性を，事実
判断の変化にともなう価値判断の収敵（政治過程でなく経済分析による）に求め，
そしてその収敏のプロセスの分析・解明は， 目的・手段の構造把握（階層系列
化）に求めることによって， ウェーバーの技術的批判の超克への確固たる足が
かりをつかみえたものと推察される。なお後者についてその構造把握に求めよ
うとするのは，表面上，対立しているように思える価値判断；価値体系でも目
的・手段の関係を段階的に階層化して吟味していけば，そこに近似性すなわち
収敵が検出されるばあいがかなりでてくることが考えられるからである。
④経済学者の任務とその限界を，換言すれば，経済学者による政策勧告ない
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し助言の基準を，①およびRのプロセスにおいて規定づけようとする。そして
そのばあい，自己の価値判断，価値的前提の明示を強く強調している。
⑥アメリカにおける一般経済政策論は， 「形式的課題としての基礎論，その
なかでも価値判断問題の再反省とそのうえにたつ包括化・体系化」にとどまっ
ており， ドイツにおいて新たに加えられた実質内容を有する実質的課題として
の「望ましい総体経済の秩序の形成にかんするその理論づけ」とか， 「それと
結びついての現実の，また可能な経済諸秩序ないし経済諸体制の比較評価」と
いうかたちでの指向・展開は，学問的にはほとんどなされておらず，この意味
では後進的である。(1)
他面，論理的一貫性を著しく欠いているものもないではない。その主たるも
のは，基本的目的ないし基本的目標の設定についてのばあいである。
まずその設定が，あるばあいは恣意的，折衷的に，あるばあいは合理的，合
目的的に，そしてあるばあいは現実的連関性によってなされている。次にその
内容は，あるばあいには経済的要素だけに限定し，あるばあいにはそれに倫理
的要素を含ましめている。またその階層関係については，あるばあいはこれを
上限と考え，あるばあいは厚生経済学的手法で他のものに一元化させ，そして
あるばあいは上位に非経済的目標をおいている。さらに，それには，あるばあ
いには尺度の機能も付けるが，あるばあいには付けていない。
したがってアメリカにおけるウェーバーの技術的批判の超克は，確かに上述
のような後進的な一面はあるにせよ，この基本的目的ないし基本的目標の内容
およびその設定を，一般経済政策論の展開との関連においてどのように考える
かによって，その超克がよりベクーなかたちで指向されるか，あるいはそうで
ないかが推察されるのである。
(1) 野尻武敏『一般経済政策論』有斐閣、 1965年、 13ページ参照。
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